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１．当四半期決算に関する定性的情報

本項に記載した将来事象に関する予測・見通し等は当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当

社及び連結子会社）が判断したものであり、それらには不確実性が内在し、将来の結果とは異なる可能性がありま

す。

 

（１）経営成績に関する説明

当第２四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、個人消費に消費者マインドの弱さがみられましたが、雇

用情勢は改善傾向にある他、設備投資、輸出や企業収益、企業の業況判断などにも概ね横ばいの動きがみられるな

ど、全体的には緩やかな回復基調を続けました。 

北海道経済につきましては、個人消費の回復に弱さがみられましたが、雇用環境、設備投資には持ち直しの動き

があり観光関連も底堅い動きが続きました。他方、公共工事は前年並みで推移しましたが、住宅建設は、依然とし

て消費税増税の影響から回復は厳しい状況で推移しております。 

このような環境の中、当社及び当社の関係会社（当社グループ）では、主要事業セグメントであるプロモーショ

ンパートナー事業において、引き続き新規クライアント企業の獲得並びに既存顧客からの受注の拡大に努めており

ますが、当第２四半期連結累計期間は前年同期と比較して、当初の予想どおり減収減益傾向となりました。これ

は、北海道の経済環境に一部持ち直しの動きはあるものの消費税増税影響からの回復の遅れなどによる消費動向の

不透明な状況を反映し、クライアント企業の一時的な広告発注量の減少など、販促費の抑制と見直しが継続してい

ることにより売上高が減少しております。しかし、当該事業の強みである差別化企画提案による営業活動を展開し

概ね計画どおりの受注進捗にて推移しているほか、官公庁関連からの受注事業については売上計上が平成27年3月

以降となることから通期では当初計画を達成する見込みであります。また、債権投資事業及び介護福祉事業は概ね

当初の予想どおりに順調推移しており、通期においても当初計画通り達成する見込みであります。

当社グループの当第２四半期連結累計期間の売上高は1,030,664千円（前年同期比 9.4％減）となり、売上総利

益は188,468千円（前年同期比 11.3％減）、営業利益は13,969千円（前年同期比 65.7％減）となりました。経

常利益は14,113千円（前年同期比 66.0％減）、四半期純利益は8,806千円（前年同期比 57.0％減）となりまし

た。

当第２四半期連結累計期間における報告セグメント別の業績の状況は次のとおりです。

 

①プロモーションパートナー事業

当社グループの主要事業分野である広告業界においては、円安を背景に大手輸出企業を中心とした企業業績の改

善や、原油価格の下落の影響や各種経済政策の効果などで一部流通分野における回復傾向が顕著となる一方で、消

費税増税後の消費回復の遅れと円安による原材料等の価格上昇による製品の値上げなどにより、消費動向全体とし

て先行き不透明な状況が継続していることから、全業種全般的にクライアント企業の広告戦略の内容見直しや抑制

傾向が継続的となりました。特に広告販促費の最適化と費用対効果を検証して、集客や売上拡大などの直接的効果

を求める傾向がより一層強まっております。

このような環境の中、企画提案力の一層の強化を図り、新規性のある広告販促方法の提案によって、新規クライ

アント企業の獲得並びに既存顧客からの受注機会の拡大に努めておりますが、当第２四半期連結累計期間において

も当初の予想どおり減収減益となりました。これは、クライアント企業の広告販促戦略の見直しによる一時的な広

告実施の手控えや延期など広告販促費抑制による受注の減少、並びに、既に受注し実施中の官公庁関連事業の売上

計上が平成27年3月以降となる影響で、売上高が減少しているものです。しかし、クライアント企業への企画提案

活動は当初計画どおり順調に進捗しており、競合差別化においても概ね計画どおりの推移をしておりますことか

ら、通期では当初計画を達成するものと見込んでおります。 

以上の結果、第１四半期連結会計期間に比べ第２四半期会計期間は、若干回復傾向となり、当第２四半期連結累

計期間においては、売上高は890,419千円（前年同期比 9.5％減）、セグメント利益は59,126千円（前年同期比 

23.1％減）となりました。 

 

＜参考・品目別の売上高＞

商品品目別の売上高と前事業年度からの増減は次のとおりです。

新聞折込チラシの売上高293,468千円（前年同期比 15.6％減）

マスメディア４媒体の売上高264,079千円（前年同期比 26.5％減）

販促物の売上高288,032千円（前年同期比 25.5％増）

その他品目の売上高44,840千円（前年同期比 4.8％減）
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②債権投資事業 

当社グループの債権投資事業は、不良債権化した金融債権のセカンダリー市場において投資対象債権を購入す

るものであります。不良債権の流動化マーケットとして、金融機関等から市場へ出る金銭債権は近年低調ではあり

ますが、年間16.8兆円がサービサーへ譲渡されている状況であります（平成26年４月22日付 法務省 統計調査 

債権回収会社（サービサー）の業務状況について：出所）。平成26年８月８日付金融庁が公表した不良債権（金融

再生法開示債権）の状況によれば、その残高は平成26年３月期には全国銀行合計で10.2兆円となっており、平成25

年９月期と比べ0.7兆円減少しておりますが、金融機関が未だ一定の残高を保有していることから、今後も継続的

に不良債権の処理市場は一定規模で推移することが想定されます。

当該事業セグメントにおいては、債権の集合体（グループ債権）の回収金額を売上高としております。債権の回

収が順調に進み回収可能な債権が減少してきていることから、当初の予想どおり売上高も減少傾向にて推移してお

ります。当第２四半期連結累計期間においては、回収費用の増加は継続するものの新規融資の実行によって第１四

半期連結会計期間に比べ若干回復傾向となり、売上高は37,284千円（前年同期比 33.9％減）、セグメント利益は

7,841千円（前年同期比 64.5％減）となりました。 

なお、通期では計画どおり、セカンダリー市場における投資債権（個別債権の集合体）の購入を実現することに

より収益の確保を進めてまいります。

 

③介護福祉事業

当社グループの介護福祉事業は、当初計画どおりに訪問介護ステーションを１ヶ所増設して、札幌市内にグルー

プホーム１ヶ所、訪問介護（ヘルパー）ステーション２ヶ所、サービス付き高齢者向け住宅２ヶ所を運営し、当第

２四半期連結累計期間におけるグループホームの入居率は97.5％、サービス付き高齢者向け住宅の入居率は92.4％

と入居率向上の対策の効果が現れました。 

当該事業セグメントでは、当第２四半期連結会計期間において、各運営施設の入居率が適正水準に近づいてき

たことと経費の見直し効果により、当初の予想どおり収益改善傾向にて推移しております。当第２四半期連結累計

期間の売上高は103,859千円（前年同期比 5.1％増）となり、のれん償却前では1,244千円の利益（前年同期 

9,416千円の損失）と前年同期より大きく改善しましたが、のれんを2,330千円償却した結果、セグメント損失

1,086千円（前年同期 セグメント損失11,747千円）となりました。

当初計画どおりに引続き既存施設運営の収益性改善を進めるとともに、新規施設開設等による事業規模拡大の活

動を進めて、当社グループの収益に貢献する計画です。

なお、株式会社ウエルネスヒューマンケアは平成２７年１月５日をもって株式会社風和里に商号変更しておりま

す。

 

（２）財政状態に関する説明

当社グループの当第２四半期連結会計期間末における総資産の残高は811,754千円（前連結会計年度末 760,174

千円）、負債の残高は344,613千円（前連結会計年度末 288,085千円）、純資産の残高は467,140千円（前連結会

計年度末 472,089千円）となり、自己資本比率は57.5％（前連結会計年度末 62.1％）となりました。

 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成27年６月期の連結業績予想につきましては、平成26年８月14日に公表いたしました「平成26年６月期決算短 

信〔日本基準〕（連結）」の連結業績予想に変更はありません。

 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

該当事項はありません。

 

３．継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。
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４．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年６月30日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 343,932 248,149 

受取手形及び売掛金 213,399 258,365 

営業貸付金 26,374 112,431 

制作支出金 13,583 44,240 

買取債権 42,022 33,166 

繰延税金資産 1,273 974 

その他 29,861 31,888 

貸倒引当金 △6,300 △6,400 

流動資産合計 664,147 722,817 

固定資産    

有形固定資産 18,307 20,376 

無形固定資産    

のれん 37,360 35,029 

その他 2,730 2,820 

無形固定資産合計 40,090 37,850 

投資その他の資産    

繰延税金資産 330 440 

その他 37,985 30,955 

貸倒引当金 △687 △687 

投資その他の資産合計 37,628 30,709 

固定資産合計 96,026 88,936 

資産合計 760,174 811,754 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 201,301 247,646 

1年内返済予定の長期借入金 3,300 3,300 

未払法人税等 14,347 7,119 

その他 52,787 71,563 

流動負債合計 271,735 329,628 

固定負債    

長期借入金 4,475 3,100 

その他 11,874 11,885 

固定負債合計 16,349 14,985 

負債合計 288,085 344,613 

純資産の部    

株主資本    

資本金 139,255 139,255 

資本剰余金 49,255 49,255 

利益剰余金 283,306 278,630 

株主資本合計 471,816 467,140 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 272 - 

その他の包括利益累計額合計 272 - 

純資産合計 472,089 467,140 

負債純資産合計 760,174 811,754 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年７月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成26年12月31日) 

売上高 1,138,044 1,030,664 

売上原価 925,669 842,196 

売上総利益 212,375 188,468 

販売費及び一般管理費 171,657 174,498 

営業利益 40,718 13,969 

営業外収益    

受取利息 43 35 

受取配当金 114 122 

投資有価証券売却益 142 - 

その他 749 167 

営業外収益合計 1,049 325 

営業外費用    

支払利息 141 181 

その他 139 - 

営業外費用合計 281 181 

経常利益 41,486 14,113 

特別利益    

投資有価証券売却益 - 1,773 

特別利益合計 - 1,773 

特別損失    

固定資産除却損 - 348 

特別損失合計 - 348 

税金等調整前四半期純利益 41,486 15,538 

法人税、住民税及び事業税 20,872 6,395 

法人税等調整額 112 336 

法人税等合計 20,985 6,732 

少数株主損益調整前四半期純利益 20,501 8,806 

四半期純利益 20,501 8,806 

 

（四半期連結包括利益計算書）

（第２四半期連結累計期間）

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年７月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成26年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 20,501 8,806 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 263 △272 

その他の包括利益合計 263 △272 

四半期包括利益 20,764 8,533 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 20,764 8,533 

少数株主に係る四半期包括利益 － - 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年７月１日 

 至 平成25年12月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 
 至 平成26年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 41,486 15,538 

減価償却費 3,527 3,533 

のれん償却額 2,330 2,330 

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 100 

投資有価証券売却損益（△は益） △142 △1,773 

受取利息及び受取配当金 △157 △157 

支払利息 141 181 

未収入金の増減額（△は増加） △3,515 △1,493 

売上債権の増減額（△は増加） △10,764 △44,966 

営業貸付金の増減額（△は増加） 16,218 △86,056 

固定資産除却損 - 348 

制作支出金の増減額（△は増加） △6,014 △30,656 

買取債権の増減額（△は増加） 8,856 8,856 

仕入債務の増減額（△は減少） 10,379 46,345 

未払消費税等の増減額（△は減少） 2,942 △1,884 

その他 △12,350 21,934 

小計 52,937 △67,820 

利息及び配当金の受取額 157 157 

利息の支払額 △141 △181 

法人税等の支払額 △16,009 △13,583 

営業活動によるキャッシュ・フロー 36,943 △81,428 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △892 △5,541 

従業員に対する貸付金の回収による収入 953 336 

投資有価証券の売却による収入 332 6,988 

無形固定資産の取得による支出 － △500 

その他 △116 △109 

投資活動によるキャッシュ・フロー 276 1,173 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の増減額（△は減少） △661 － 

長期借入金の返済による支出 △1,650 △1,375 

リース債務の返済による支出 △759 △759 

配当金の支払額 △13,420 △13,393 

財務活動によるキャッシュ・フロー △16,491 △15,528 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 20,729 △95,783 

現金及び現金同等物の期首残高 171,366 249,894 

現金及び現金同等物の四半期末残高 192,095 154,111 

 

（４）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成25年７月１日 至 平成25年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
 

プロモーション 
パートナー事業 

債権投資事業 介護福祉事業 

売上高        

外部顧客への売上高 982,962 56,283 98,799 1,138,044 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

711 116 － 827 

計 983,674 56,399 98,799 1,138,872 

セグメント利益 
又は損失（△） 

76,927 22,105 △11,747 87,285 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

 報告セグメント計 87,285

 セグメント間取引消去 843

 全社費用（注） △47,411

 四半期連結損益計算書の営業利益 40,718

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年12月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：千円） 

  報告セグメント 

合計 
 

プロモーション 
パートナー事業 

債権投資事業 介護福祉事業 

売上高        

外部顧客への売上高 889,520 37,283 103,859 1,030,664 

セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

899 0 － 899 

計 890,419 37,284 103,859 1,031,564 

セグメント利益 
又は損失（△） 

59,126 7,841 △1,086 65,881 

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利益 金額

 報告セグメント計 65,881

 セグメント間取引消去 932

 全社費用（注） △52,844

 四半期連結損益計算書の営業利益 13,969

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。
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